































































































ギーの利用等の促進に関する特別措置法（新エネルギー法、1997 年 6 月施行）の 2008
年の施行令改正時には 1,000kW 以下の水力発電が新エネルギーと定義され、電気事業
者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法（RPS 法、2003 年 4 月施行）にお
いても 1,000kW 以下の水力発電が RPS（Renewable Portfolio Standard）の対象とされ
た 3）。ただし FIT 法 4）においては、30,000kW 未満 1,000kW 以上と、1,000kW 未満
200kW 以上、さらに 200kW 未満の 3 区分の水力発電においてそれぞれ調達価格が定めら
れている。 
















表 1 小水力発電における 4段階の区分 
 
 
区分 ピコレベル ナノレベル マイクロレベル ミニレベル







































の設置が 85.9％で大半を占める。太陽光温水器設置が 27.0％、燃料電池設置が 28.7％、







 太陽光パネル等設置については、2 万円から 10 万円程度、10 万円代、20 万円代、30
万円代、50 万円、200 万円と上限は多岐にわたっている。一律 5 万円、8 万円、10 万
円という補助金が多い。また、1kW あたり 1 万円から 10 万円程度まで、上限は家庭と
事業者で異なる自治体、補助率も行政、家庭、NPO、企業で異なる自治体も多い。 
 水力発電事業に対して補助金を出している自治体は少ないが、市町では 20 万円〜
200 万円、県レベルでは 500 万円〜数千万円という補助金がみられる。例えば、小水力
発電が有望な長野県では補助率 30％、9,000 万円上限、東京都では 33％中小企業で

























 小規模水力発電施設を保有している自治体は全体の 19.3％（n=227）あった（図 2 参






図 2 小水力発電事業の有無 







 設問 6 において、水力発電事業を導入していると回答した 227 自治体について、具体
的に実例の詳細について尋ねた。表 5に、一部を記載する。 
 全国の 518（基礎自治体と県の重複回答があるため、実際には 500 弱）の小規模水力
発電施設の情報が得られた。調査では、上記の情報に加えて、導入主体、管理主体、
表 5  小規模水力発電事例（抜粋） 
 
自治体 名称 設置年月 出力（kW) 目的 設置場所
熱海市 マイクロ水力発電実証実験 2014/10 1.2 実験 糸川
南魚沼市 五城発電所 2000/3 1100 農業用 幹線用水
飯島町 田切郷沢川発電所 2016/3 2 売電 農業用水の排水場所に設置
吉野町 吉野町プロペラ式小水力発電 2016/4 0.05 実験 関西電力（株）吉野発電所導水路
尾花沢市 徳良湖マイクロ水力発電設備 2014/3 3 防災 徳良湖
伊太小水力発電 2013/7 430 売電 用水
細島発電所 2016/4 54.9 売電 大井川用水
須坂市 落差工（滝用水車） 2007/2 150 有害鳥獣対策北の沢用水路
元気くん1号 2006/4 20 啓発、環境教育家中川
元気くん2号 2010/5 19 啓発、環境教育家中川
磐田市 マイクロ水力発電設備 2016/3 5 売電 下水処理場
南阿蘇村 フラッタ方式マイクロ水力発電 2016/1 0.02～0.1 実験 農業用水路
沼津市 外天パートナーズ戸田新田発電所 2016/4 7.5×2台 売電、防災 石原沢からの農業かんがい用水
宮地発電所 2013/3 3 売電 浜川



















        図 4 島田市 細島発電所の水車        図 5 須坂市 元気くん 2号 
 
 
図 6 磐田市 マイクロ水力発電    図 7 南阿蘇村 フラッタ水車 
 
 





設問 8：設問 7 における水力発電事業の現状において「停止」と回答された事業につい
て、停止した理由を以下の選択肢からすべて選んでください。（n=36,MA） 






















図 10 小水力発電事業導入の検討 






















図 12 期待する小水力発電出力 
（p＝ピコ、n＝ナノ、m＝マイクロ、s＝ミニ） 
 







 全国のこれらの自治体に、（検討は）どちらとも言えないという 171 の自治体を加
えて、小水力発電事業導入に踏み切るために必要な事柄を尋ねたところ（n=307、複数
回答可）、補助金・助成金 68.1％、専門家の知見や助言 60.3％、関係者の協力 54.7％、
住民の理解 49.8％、水利権の緩和 42.7％の回答が多かった（表 7参照）。 
 
4.12 水力発電事業を導入できない理由 




表 7 実施に必要なことがら 
 




 導入の検討をしていない 852 自治体に、自区域内への小水力発電事業を導入せず、
あるいは導入の検討を行っていない、導入を迷っているのはなぜかを尋ねた（n=1095、
複数回答可）。最も多い理由は、知見不足 37.3％であり、次に有効流量不足 34.5％、































表 9 4つの発電レベルにおける水力発電事業分類 
 
発電・出力規模 ピコレベル ナノレベル マイクロレベル ミニレベル
出力別の期待 14自治体（14％） 10自治体（10％） 29自治体（30％） 45自治体（46％）
行政の関心 少ない ほとんどない あり 非常にある
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